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 ２０２４年３月１日、政府は、「地方自治法の一部を改正する法律案」（以下「改正

案」）を国会に提出した。第３３次地方制度調査会（以下「調査会」）の「ポストコロナ

の経済社会に対応する地方制度のあり方に関する答申」（２０２３年１２月２１日 以下

「答申」）を踏まえ、国の自治体に対する指示権の拡大などを内容とするものである。政

府は、提案の理由を、「国民の安全に重大な影響を及ぼす事態における国と地方公共団体

との関係を明確化するため」「国と地方公共団体との関係等の特例の創設」などを行うも

のとしている。 

しかし、改正案による指示権の拡大は、国と地方自治体の関係を「対等」から「上下従

属」へと大きく転換するもので、以下に述べるとおり、看過できない重大な問題がある。 

１ 地方自治の本旨（憲法第９２条）に反し、団体自治を破壊する 

地方自治を保障する憲法は、「地方自治の本旨」にもとづく自治を要求している。

「地方自治の本旨」とは、自治体が政府から独立した機能をもつ団体自治と住民の意思

にもとづいて行われる住民自治をいう（憲法第９２条）。 

  ２０００年に施行された地方自治法改正により、自治体の事務は、法定受託事務と自

治事務に２分され、このうち「国が本来果たすべき役割に係る」法定受託事務について

は、「法令の規定に違反」又は「著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害している」

場合に限り、国による「是正又は改善」の指示が認められているが（地方自治法第２４

５条の７）、自治事務について、国の指示権は認められていない。 

  地方自治法改正を含む「地方分権改革」は、かなりの事務が法定受託事務とされたこ

とや自治体の財源が削られて機能が弱められたことなど問題もあるが、国と自治体の地
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位を、「上下主従」の関係から「対等」関係にして地方自治の発展をはかろうとするも

のである。ところが、今回提出された改正案は、法定受託事務と自治事務の違いを無視

して、自治体のあらゆる事務に対して国が権力的に介入して指示権を行使できるとする

もので、「地方分権改革」に真っ向から逆行するものである。 

  ２０２１年３月、「コロナ」の感染拡大を背景に、総務省に「デジタル時代の地方自

治のあり方に関する研究会」が設置され、検討が続けられた。画一的処理を要するデジ

タル化の進展と国の積極的関与を要する自然災害などの危険の拡大を理由に、これまで

進められてきた分権化から集権化への転換をはかろうとするものであった。この研究会

の検討が調査会に引き継がれて答申となり、デジタル化への対応と国の指示権拡大を規

定する改正案の提出に至っている。 

  まったく性格が異なるデジタル化と自然災害などの危険を並列し、自治体を国に従属

させて集権化をはかろうとすることは、憲法が保障する地方自治の本旨に背反し、団体

自治を根本から破壊するするものである。 

２  立法事実なき指示権拡大 災害対応・対策を大きく捻じ曲げる 

  答申では、「コロナ」の感染拡大や自然災害に「個別法が想定しない事態」があった

ことなどが指摘され、そのことから地方自治法による「必要な指示」が導かれている

（１６～１７頁、１９頁）。 

しかし、その後の改正により災害対策基本法や感染症予防法に必要な国の指示権が規

定されたことは、答申自身も認めている。また、答申は、国に指示権があれば「想定し

ない事態」に適切に対処できたということを何ら論証していない。答申は、国の指示権

拡大を必要とする立法事実を全く明らかにしていないのである。 

  東日本大震災などの大震災や「コロナ」の感染拡大に際して、国や自治体の対応に混

乱があったことは事実であるが、それは国に指示権がなかったからではない。高度に整

備された法制度があるにかかわらず、災害に備えた事前の準備や、過去の災害の経験を

生かすための検証と対策が不足していたことが最大の原因である。加えて、新自由主義

政策の推進により、自治財源が削られ、自治体職員の人数が大幅に削減されたために必

要な人的パワーが不足していたことも大きな要因である。 

  災害の実態や被災者の状況を迅速に把握し、最も効果的にきめ細やかな対応を行うこ

とが出来るのは、当該自治体である。国に権限を集中することは災害対策・対応にとっ

てむしろ有害でさえある。日本弁護士連合会が２０１５年 9 月に東日本大震災の被災

３県３７市町村に行ったアンケートでも、「災害対策・災害対応について市町村と国の

役割分担をどうすべきか」との質問に対して、「市町村主導」と答えたのは７９％、国

主導は一自治体の４％に過ぎない。 

地域住民の状況や要求をじかに把握し、先頭に立って救援・復興を行うべき自治体に、
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そのための権限や財源やマンパワーを配分することこそ、憲法が求める災害への対処で

ある。「東京から遠隔操作で災害に対処する」というに等しい改正案は、あるべき災害

対策を捻じ曲げるものと言わざるを得ない。 

３  指示権にまったく限定がない 

  改正案で認められる国の指示権には、まったく限定が認められない。 

  発動の場面は、「大規模な災害、感染症のまん延その他その及ぼす被害の程度におい

てこれらに類する国民の安全に重大な影響を及ぼす事態が発生し、又は発生するおそれ

がある場合」（改正案第２５２条の２６の３ 以下、枝番だけを表記）とされている。 

 災害や感染症は例示であって、武力紛争や内乱・テロなどが排除されているわけではな 

い。また、「おそれ」を含んでいるから、事態が発生して危険が現実化する以前からの 

発動も可能である。 

  発動の要件は、生命等の保護のために講ずべき措置に関して、各大臣が「特に必要が 

あると認めるとき」（２６の５①）とされている。これでは大臣が「必要あり」と考え

れば「指示できる」と言っているに等しい。 

  発動の手続は、「閣議の決定を経」ることだけで国会承認は必要なく（２６の５①）、 

自治体の意見を聞くのは努力義務にすぎない（２６の５②）。 

  各大臣が行えるのは、身体、財産の保護の措置の的確かつ迅速な実施のための「必要

な指示」（２６の５①）で、個別法で指示できるときは個別法が優先されるが、個別法

でできないときには地方自治法で指示できる。現行地方自治法のように「是正又は改善」

の指示とはされていないから、「必要」と考えればどんなことでも指示できることにな

る。 

  国が権力的に介入して地方自治や人権を制約しようとする規定で、これほど大雑把な

ものは類例を見ない。これでは、政府が恣意的に運用して指示権を濫用することは自明

と言わねばならない。このようなものを、立憲国家、法治国家の法制と認めることは、

できない。 

４  自治体を丸ごと戦争態勢に組み込む 

  災害対策法や感染症予防法では国の自治体に対する包括的な指示権が認められており

（基本法第２８条の６、予防法第６３条の２）、拡大される指示権が自然災害や感染症 

拡大の際に必要となる場面は想定できない。それに対して、武力紛争すなわち有事の際

には、拡大される指示権の発動が強行される公算が大きい。 

  外部からの武力攻撃などに対処する有事法制（事態対処法、国民保護法等）では、自 

治体の役割は住民避難などの国民保護に限定されていて、自治体を戦争態勢に全面的に 

組み込むことは予定していない。そのため、国の自治体に対する指示権は、避難・誘 

導・救援と港湾・空港の利用に限定されており（国民保護法第５２条、第５６条、特定 
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公共施設利用法第９条、第１１条）、指示や代執行に至るには、自治体を含めた総合調 

整と自治体の意見申し出の手続を経なければならない（事態対処法１５条、１６条）。 

  ここに拡大された指示権が加われば、自治体の意見も聞かないままで、有事法制が認 

めていない広範な指示をすることが可能になる。そうなれば、自治体や地方公務員を戦 

争遂行に根こそぎ動員することも不可能ではなくなり、「自衛隊のために通行路を開く 

指示」「施設に防護措置を施す指示」や「ミサイル攻撃に備えて職員を庁舎に待機させ 

る指示」なども発動されかねない。しかも、危険が現実化していない「おそれ」の段階 

での指示も可能であるから、「台湾有事のおそれのもとで基地建設に協力する措置」す 

ら指示できることになりかねない。 

  今、沖縄・南西諸島では、基地や弾薬庫の建設が急ピッチで進められており、政府は

辺野古新基地建設問題で沖縄県や県民の意思を踏みにじって代執行を強行している。一

般的な指示権が認められていない現行法制下においてすら、国は、自治体及び住民の意

思を無視して、新たな国家安全保障戦略に基づき、日米軍事一体のもとで沖縄の前線基

地化を強引に進めようとしているのである。改正案が通れば、自治体はもはや抵抗する

すべを失い、国がさらに強権的に日本全国で戦争する準備を進めることが容易になるこ

とは明らかである。 

憲法の平和主義との関係でも、改憲案は重大な問題をはらんでいる。 

５  明文改憲による緊急事態条項を先取り 

  ２０１２年に党議決定された自民党の「日本国憲法改正草案」（以下「自民党改憲草

案」）では、外部からの武力攻撃などの事態で発動される緊急事態宣言の効果として、

緊急政令、緊急財産処分、議員任期延長とともに、「自治体の長に対する必要な指示」

を認めている（同草案第９９条第１項）。この自民党改憲草案ですら、緊急事態宣言に

は、「事前又は事後に国会の承認」が必要とされている（同草案第９８条第２項）。 

  改正案は、自民党改憲草案の緊急事態条項の一部を、地方自治法改正によって先取り

しようとするものにほかならない。しかも、国会の承認を要件としていないから、政府

の権限は、自民党の改憲草案以上に拡大することになる。改憲しなければ導入できない

とされていた緊急事態下の自治体の長に対する指示を、法改正で簡単に実現しようとす

る手法は、立憲主義を否定するものであって許されるものではない。 

６  結語  

  以上、提出された「地方自治法の一部を改正する法律案」は、地方自治の本旨に背反

し、災害対策や感染症対策をねじ曲げるばかりか、国の指示権を無限定に拡大して有事

での発動を可能にし、緊急事態条項を先取りするという重大な問題がある。 

  改憲問題対策法律家６団体連絡会は、国の指示権を拡大する地方自治法改正案に強く

反対し、廃案を求めるものである。 

以上 


